








1980年代は,下 請取引をめ ぐる議論が活発 に展開 された時期 である とどもに,議 論の内容 が多様化
した時期であるといえる。大 きな流れで言 えば,問 題性論 にたい して,効 率性論が台頭 して きた とい
うことである。効率性論 が活発 に展開 され るようになった背景 には,70年代の中小企業の発展動向を
踏 まえての中小企業 にたいす る認識の転換があった。 それは,70年代 の ドル ・シ ョック,二 度 にわた
るオイル ・ショックによる不況 を乗 り越 えて,日 本経済が国際競争力 を高 めて きた ことの根拠 とし
て,日 本 の中小企業の存在にたいす る認識 が転換 され,下 請関係や系列 関係 に代表 される日本 の企業
間取引関係の評価の転換へ と発展 していったのであ る。中小企業の認識,評 価を転換 させる契機 とし
て注 目されたのは,1980年にだされた 「中小企業政策審議会意見具申」 を 『中小企業の再発見 一80
年代 中小企業 ビジ ョンー』 として刊行 した ものの中での一・節で ある。 そこでは,「70年代 日本経済社
会の軌道修正の中で,中 小企業 は個々にみれば多 くの問題 をはらみつつ も,全体 としては良好 なパ フ
ォーマ ンスを示 してきた といえる。⊥ そして活力 ある多数 として中小企業 を積極的 に評価すべ きであ
るとい う認識の必要性 が述 べ られているのであるω。
さらに,こ うした認識の転換 に拍車 をかけたのは,国 際競争力を高めた 日本 にた いする諸外国か ら
の評価であ った。諸外国は,日 本 の高い国際競争力の根 元 として 日本的経営,日 本的生産 シネテムを
積極 的に評価 し・研究が活発 とな り,そ の導入 に力 を注 ぎ始 めたのであ った。 こうした動 向 を受 け'
て,さ まざまな分野か ら日本の下請に関す るアプローチが展開 されるようになる。 そうしたなかで,
従来・下請研究において・中心的論点で あった といえる 「支配 ・従属」論,「不等価交換」,「しわ寄




率性論,経 済性論な どの議論が台頭するようになって きたので ある。
こうした効 率性論 の台頭 は,今 日,下 請 問題 を過去の問題 の存在 とし,あ るいは,下 請問題が解消
して きているかのような錯覚 を もた らしているのである。そ して,最 も驚か され ることは,「経済界
においては 「ド請』 という言葉 は死語に等 しい。法律上 および研究者 の用語法においてのみ,「 ド請』
とい う用語 が 使 われ て い るに す ぎな い。」{L)とい う よ うな ことが いわ れ て い る ことで あ る。 た しか に,
実際の企業間での取引において,下 請 という言葉 を嫌い,協 力会社やパー トナー会社 という呼 び方で
,魍
下請企業 を現 している場面が多 くみ られ るようになってきて はいるが,そ うした業界 において下請 と
い う用語 を使わな くなってきた とい うことと,下請の問題性が解消 した ということとは別 な問題 であ
る。
この ことか ら考 えられる ことは,協 力会社,パ ー トナー会社な どとい う言葉 を川 いて,下 請関係 に
基づ く効率性 の視点に重点 を置いた用語法 として,下 請の問題性 を隠ぺい しようとする もので はない
のであろうか。下請関係 とい う企業間関係においては,た しか に問題性,効 率性の両者が存在 してい
ることは否定 で きない。 しか し,そ の一方の存在を強調する ことによって,他 方の存在 その もの を否
定することがはた して許 されるのであろうか。
そこで,小 稿で は,近 年の下請,系 列取引の変化の動向 をみなが ら,下 請 をめ ぐる議論が効率性論
.に 偏向 して きた背景 を考察 してみ る。そ して,現 実 に下請 における問題性 が解消されて きているのか
につ い てみ てい ぎだ い と思 う。
2最 近の下請,系 列取引の変化
80年代か ら90年代 にかけて,日 本の経済環境,経 営環境 は激 しい変化 をみせた。 そうした動 きのな
かで,企 業 の リス トラクチ ャリング,下 請,系 列 の再編成 とい う動 向が顕著 な もの とな ったの であ
る。 この下請,系 列の再編成が激 しく展開 した時期 は,す なわち円高不況か ら,バ ブル景気 をへて,
平成不況 という激変の時期 である。 そのなかで成長 ・発展 している中小企業の動向 を取引関係の視点
からみてみる と,大 変興味深い動向がみ られ る。それ は,激 変す る経済環境のなかで成長 してきた中
小企業に二つの成長パ ターンがみられた ことである。一つは,大 企業や親企業 との取引関係をさらに
強化 させ てい こうとす る動 きと, 今一つは,特 定の大企業や親企業 との取 引関係から複数の取引関係
へ移 行 させ て'いこう とす る動 きで ある(3)。
まず,第 一のタイプ として,大 企業や親企業 との関係を さらに強化 させて成長 してい る企業 は,そ
れそれ,高 度な専門的能力や,高 い製品開発力を もってお り,デ ザ イン ・イ ンといわれ るような活動
を展開するな どしている。 そして,そ う した企業は,大 企業の開発段階 などへ参画 し,研 究開発 な ど
において大企業,親 企業 と密接な関係 を もつようにな っている。 この ような中小企業が,成 長可籠 性




こう した動 きがでてきたのは,大 企業や親企業が,中 小企業 にたい して高い技術力 を背景 とした研
究開発上 のパー トナー としての役割 を求め始 めた ことが影響 している。その背景 には,製 品 にたいす
るニーズが多様化 し,ま た市場が細分化するにつれ,大 企業が研究開発力 の全面的優位 を維持する こ
とが困難 になったこ とが あげられ る。 もし従来 どお りに大企業 の側が,研 究 開発力 において,中 小企
業 にたい し全面的優位 を維持 しようとすれ ば,そ れにかかる費用 はきわめて大 きな もの となる。 ある
いは,企 業組織 の拡大 をはか らね ばならな くなるで あろ う。 そ して,さ らにそれ以降 ニー ズの多様
化,市 場の細分化が進展すれ ば,そ れに対応 して投資 を続 けていかなけれ ばならない とい うことにな
り,そ の費用 は膨 大な もの となる可能性が高いのである。
そこで,大 企業自身の投資 を最小 におさえ,多 様化す るニーズ,市 場の細分化 に対 応する方法 とし
て,中 小企業 の利用が再認識 された ということができよう。つ ま り,大企 業や親企 業の求 める研 究開
発力などをもった中小 企業は,企 業間の関係が密接 とな り,単 なる取引関係以上の強い企業間関係 の
もとで事業活動 を展開する ことにな る。その結果 として成長可能性 を高める ことがで きるのである。
その一・方で,大 企業,親 企業の要求 を満足 させ ることので きない中小企業 は,従 来 の取引か らはず
されてい く傾向が強 くなるのである。すなわ ち,下 請,系 列 の再編が強化 されている とい うことであ
る。例えば,低 コス トの実現 のみ を背景 に して大企業,親 企業 と取引を展開 して きた中小企業 は,海
外,と くにアジア諸国 の低賃金労働力を背景 とした企業 にとって代わ られ る とい う事態 を生 むことに
な る。 そ して,1ド ル=loo円を突破 す る円 高 の進 行 に よ り,,ます ま す状 況 は厳 しい もの とな らざ る
を得ない(4》。 このように,大 企業,親 企業 との間の企業間関係 をより密接 な もの として成長 をはか る
中小企業の動向 は,大 企業,親 企業のニーズに応 えられ るか否かで決 まるのである。
次に,第 二の タイプとして,特 定の親企業への依存関係 を弱め,複 数 の取引相手 を もちなが ら成長
をはか ろうとす る中小企業 についてみてお く。 こうしたタイプの中小企業の成長動 向についで は,図
1,図2か らとらえることができる(5)。最大納入先への売上依存度 の増減,納 入矢数の増減 が,中 小
企業の成長動向 とのあいだにはっきりとした相関関係 を示 しているので ある。
一社依存度の低下,取 引先の複数化 を進め ることになった理 由は,激 しい景気変動の過程 で,親 企
業 の側 か らの外注戦略 の転換 によって,下 請 ・系列の再編成が広 く展開 され ることになった ことが あ
げ られる。例 えば,景 気後退局面 において,親 企業か らの発注量 の絶対量が減少す ることにより,一
社専属的下請中小企業への影響は非常 に厳 しい もの とな らざるを得ない。 そ うした リス クを回避,あ
るいは分 散するためには,複 数の取引相手を確保 してお く必要があるのである。 また,中 小企業 自身
が,自 社 製品をもって市場開拓 してい くことによって リスクの回避を しなければな らな くなったので
あ る。
以上のよ うな2つ のタイプで成長 ・発展 して きている中小企業が量 的に拡大 して きてい るこ とは,
多 くの調査研究か らもみて とることがで きる。 しか し,こ こで問題 としたい点 は,そ うした企業 の量






















大幅増加 増加 不変 減少 大幅減少
出所 :拙稿「技術で拓 く今 後の 中小企業」














大幅増加 増加 不変 減少 大幅減少
出所:図1と 同 じ
の下請関係について,問 題性 の解消の理由は, お よそ次 の よ うな点 で あ ろ う。第 一 の タイ プ として の
中小企業 は,高 度な研究開発能力に基づいて,大企業 とのパー トナー シップを形成することで相互依
存関係 を強めることにな り,「非対等性」か ら 「対等性」をもらた関係 を形成 するということである。
第二 の タ イプ につ いて は, そもそも特定の取引相手一社 との依存関係が低下す るこ とにな り,大企
業,親 企業からの支配力 を受 ける余地が縮小す ることで対等な立場 を維持することができる とい うも
のであ る。.
たしかに,現 象として中小企業の動向 をみれば,上記のような 2つのタイプの中小企業が増加 し,
取 引の あ り方 に も変 化 が見 える よ うに な って い る。 しか し, こう した変化が, その まま下請問題 を解
消す る動 きとして捉 えることがで きるのか については疑問がの こる。下 請 における問題性 につ いて
は,従 来 か ら 「支配 ・従 属関 係」,「不等価交換」,「非対等性」な どで現 されて きているが,そ れ らの
問題 性の根底にあるもの としては,やは り企業間の関係 にみ られ る支配関係ではないか と思われる。
そ こで,次 第 に おいて,下 請 にお ける問題 性を支配 とい う点 に しぼ って, 問題性の解消がはたして進
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ん でい るの か とい うこ とをみて い こう と思 う。
3下 請関係における支配の根拠
まず,前 提 として,下 請 とは,生 産工程 における財の流れ に沿 った企業間の有 機的関係 として とら
えられ るとい うことである。 この有機的関 係は,基 本的 には分業関係なのであるが,そ の分業関係の
特殊性が問題 となるのである。北原勇氏は,下 請を社会的分業 の一形態 として とらえられ,そ こに対
等 ならざる外注関係があるとされ ている(6)。また,中 村 精氏 は,下 請 を社会的分業 と垂直的統合 く企
業内分業)の 中間 に位置 し,両 者のメ リッ トを活か した企業間の関係であるとされている{η。
つま り,下 請は,社 会的分業で あった としても,対 等な社会的分業ではな く,そ こには対等性 を阻
害する要因が含まれてい るのであ る。あるいは,社 会的分業 としてとらえることが できない もの とし
てみられているのである。 そして,そ こでの問題 は,対 等性 を阻害する要因,あ るい は社会的分業 と
してとらえられない要因はなにか とい うことになるのである。 ここで藤田敬三氏の下請制 をめ ぐる定
義が思い起 こされる。 すなわち,「下請 とは,生 産工程 を外部か ら商 業資本的 に支配す るものであ り,
外業部支配 として とらえ られ る」(8}とい う点 であ る。つ まり,あ る企業 の生産工程 を外部 か ら支配 す
る ということが,下 請関係における特徴 なのである。
そ こでつぎに考 えなければならないのは,な ぜ下請関係に支配が生 じるのか という こと,す なわ ち
支配の根拠である。 これについては,大 き く二つ,生 産力の発展段 階からの説明 と,市 場 と競争の状
況 か らの説 明に分けられると思われ る。ただ し,その両者 は,別 々に論 じられ るものではな く,相互
にかかわ り合 って い るので あ る。
まず,生 産力面か ら下請関係 における支配の源泉 をみれば,中 小企業 と大企業 との間の技術格差が
とらえ られ る。 戦 前 ・戦 中 をつ うじて,こ の格 差 は,「二 重 の隔 絶 」{9⊃として認識 され て い たの で あ っ
た。そして,こ の技術格差が中小企業にたい し,大企業の支配を受 けることを余儀な くしていたので
ある。 この ことだけか らいえば,「二重 の隔絶」が厳然 として存在 していた時期 に比 べ,中 小 企業の
技術力が高 ま り,場合によって は,大 企業 のそれ をしの ぐほどの もの も現れ てきている段階で,支 配
関係 は消滅 するということになるのである。 しかし,現 実には中小企業 にたいす る支配が消滅 してい
るとはいえないので はなかろうか。 そして,か つて 「二重の隔絶」 として技術力の格差 に象徴的 に現
されてきた格差構造は,今 日,経 営資源の格差 によるものとして見直すことがで きるのではなか ろう
か(も ちろん,従 来か らの研究 においても経営資源の格差 は論 じられてはいるが)。
かつての技術力格差 に基づいて下請企業 としての性格 を強めた中小企業 は,生 産部門に特化 する こ
とによって生産関連の技術力 を高 める可能性 をもとことになったが,… 方で,購 買活動や販売活動 に
かかわ るノウハ ウを大企業や親企業に依存す る傾向が強 くなったのであ る。 というのは,全 般的 に技
術力が高 まってい くなかで,中 小企業が,そ の活動 によって生産部門に関 して豊富 なノウハ ウを蓄積
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してきた一方で,生 産部門以外 の活動に関 するノウハ ウが相対的 に低 くな り,大 企業 や親企業 に依存
する場面が多 い。 そうした依存関係が,大 企業,親 企業の支配 の源泉 となっている といえる。
つぎに市場 と競争の面か ら,支 配の根拠 をみてみる。戦後,高 度経済成長期 にみ られた ように,技
術水準 も低 く,製品市場が未成熟で,少 品種大量生産 ・大量販売が支配的であ る場合,製 品にかかわ
る部品や付属品 は,今 日のように製品差別化が進 んでいる場合は少な く,単 一的 であることが一般的
である。その場合,中 小企業 にとって,競 合す る企業 は多 く存在 し,過 当競争 という状況が形成され
やす くなる。 そこでは,市 場 は,購 入独 占,あ るいは購入寡占 という状 況にな るのである。中小企業
の過 当競争 は,中 小企業が存続 してい くためには大企業,親 企業か らの厳 しい要求 に従わ ざるを得な
い状況 をつ くり,そ れが支配の源泉 とな り得るのであ る。
では,市 場が成熟,あ るいは飽和 しは じめ ると状況 はどのように変わ るのか(そ の際 には,技 術力
も当然向上することを考慮 しなけれ ばならない)。市場が成熟,飽 和 して くると,そ れ にあわせて市
場 でのニーズは多様化 し,し だいに市場 は細分化 され るようになる。そうなる と,少 品種大量生産 ・
大量販売 といったスタイル を維持す るこ とが困難 とな る。そ して,や がて,大 量生産方式 は終 えん
し,多 品種少量生産,少 品種少量生産が支配的 となって くるのである。
こうした段階 になる と,中小企業の側 では,多 品種少量生産,少 品種少量生産 に対応 できる企業 と
できない企業 とに分 かれる'。その対応の可否 となる分岐 は,生 産 方式の変化 に対応 できる生産技術力
の有無 にかか っている。 この ことか ら考 えると,高 い技術力 あるいは固有の技術 力を保有 し,少 量生
産 に対応で きる企業は,大 企業,親 企業 か らの支配 を免れ ることがで きる とい うことになるのであ る
が,果 して そ うで あろ うか。
生産部門 に特化 した中小企業が,ニ ーズの多様 化,市 場の細分化 により,一 層専門化 した生産分野
に携わるようになると,技 術の深耕 と同時 に,他 の事業活動 にかかわ るノウハ ウの相対的低下がよ り
進 むことになる。 それゆえ,市 場 は,購 入独 占,あ るいは購入寡占か ら双方寡 占的な状況 になるもの
の,生 産部門以外の活動 ノウハウや市場情報 などの大企業,親 企業への依存 は相 対的に強 くなる傾向
が現れる。 それゆえ,市 場 において は,中 小企業 と大企業,親 企業 とは双方 ともに寡 占的 な立場 にた
つ ものの,生 産以外のノウハ ウの依存関係に基づ く支配 的関係が生 じることになる。 これが,中 小企
業での生産力が発展 した場合 において も,下 請に支配関係 を維持 させ る機構であると思われ る。
'つまり,今 日のように,特 定の分野 において,非 常 に高 い技術力をもった中小企業の存在が増 えて
くるなかで,下 請関係に支配関係が依然 として存在するは,支 配の源泉が,生 産部門以外 のノウハ ウ
や,情 報化社会 といわれ るようにな りさらに重要性を もちはじめた情報等 の ソフ トな経営 資源の格差




下請が生産 工程上の企業間の垂直的な関係 であることに対 し,系 列 は生産 工程 に限定 されず,金
融,流 通な どの面においても展開され る企業間の関係 となる。 それ と同時に,系 列関係 には,支 配を
視軸 にした とき,支 配関係の強い垂直的系列 と,支配関係が相互的な水平的系列が存在する。水平的
系列 は,企 業集団に代表 され る企業間関係であ り,これ については別 な機会 にふれる ことにして,こ
こで は,垂 直 的 系列 に つい てみ てい くこ とにする。垂 直 的系列 は,形 成 の プ ロセス に よって,外 部 の
企業 を自らの系列 に取 り込 んでい くプロセス と,分社化などによって内側か ら系列 を形成 してい くプ
ロセス とにわけ られ,さ らに,そ の事業内容 によって生産系列,販 売系列,金 融系列 とにわ けられ
る 。
生産系列 についてみてみると,こ れは,明 らかに大企業による生産力の確保戦略 として とらえるこ
とがで きる。系列化 は,1950年代 に繊維産業 を中心 にみ られ るようにな り,高 度経済成長の過程で全
面的 に進展 してい くようになる。 ここで,問 題 となるのは,高 度成長期 に,な ぜ系列化が進行 したの
か とい うことと,系 列企業 と専属的下請企業 との違いをどこに求めるか とU)うことである。
一般 に,系 列企業 というζき,そ こには資本的結合関係や人的結合関係な どが存在 し,下 請関係以
上 に密接な企業間関係を想起 するのであるが,そ れに くわえて,あ くまでも取引関係 のみをつ うじて
の系列企業の存在 も一般的にいわれているのが現状であ る。 その場合の,専 属的下請企業 との違いを
どこに求めるのか とい う問題 はきわめて困難な もの と思われる。専属的下請企業 と系列企業の区分 を
困難 な もの に してい るの は,系 列 化 の プロセ ス に大 き くか かわ って いる。 そ こで,ま ず,資 本 的結 合
関係や人的結合関係をもつ系列企業の登場か ら考えてい くことにする。
大企業は,経 済成長の過程で,下 請企業 を自社独 自の生産補完者 として確保することで生産の拡大
をはかることになる。 もともと下請関係にあった中小企業を中心に,優 秀 な企業を選抜 し,そ の企業
の育成 と技術力,生 産性 の向上 に努 めることによって下請企業の専属化を強化することになるのであ
る。 さらに,そ のなかで も優秀 な企業 を自社 の生産補完者 として,よ り密接 な関係のなかに確保 して
いこうとす る行動 をお こすこ とにな り,そ れが系列化 となって現れる。そこでは,企 業間の関係 をよ
り密接に,そ して強固なもの とするために,資 本的結合関係 を結び,そ れ を基礎 とした人的結合関係
を もつ とい った手段 が とられ る。 これ は,'形成 の プ ロセスか らみ れ ば,外 部 か らの系列 化 とい うこ と
に な る。
また,内 部からの系列化はどうであろうか。経済の成長期においては,本 体企業の一・部の組織 や事
業部などを別会社化 して,そ れぞれに競争意欲 を高めさせるなどの手段 として内部か らの系列化が用
いられた といえる。そ して,今 日のように,不 安定 な経済環境であった り,あ るいは低成長期 におい
ては,会 社本体 の経営 をス リム化 するための手段 として分社化などが促進 され る。 これ らは内部か ら
の系 列 化 とい えよ う。
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こうした内部か らの系列化は,資 本的結合,人 的結合 を伴 う場 合が一般的であ り,企 業間の関係
は,密 接な ものである。 こうした内部か らの系列化 として,80年代中頃以降活発 に展開 された分社化
においては,企 業間の関係に内部組織の原理が働 くとみ られる。
このように上位資本の行動によって,外 部か ら,ま た内部か ら系列化が進 んでい くなかで,系 列企
業のなかに階層化が生 まれ ることになる。つまり,資本的結合などの手段によって強固な関係を結ぶ
ことになる企業 から,あ くまでも取引を専属的に展開す ることのみで慣行的に系列化 に組 み込 まれて
い く企業 までという企業間関係の密接度 による階層である。
こうなると,系列企業のなかで も,と りわけ上位資本 との関係が密接な企業においては,生 産力格
差,経 営資源格差,市 場状況,競 争状況に基づ く支配の貫徹 という下請関係 とは支配の源泉が異なっ
て くる。すなわち,所 有関係に基づ く支配が現れるのである。そこでの取引では,そ もそ も市場原理
ではな く,内部組織の原理(階 層の原理)が 働 くことになる。
かって,藤 田敬三氏 は,「『企業系列』は問屋制家内工業一・下請制→企業系列 とい う順で弁証法的発
展 をとげたものであるとし,系列企業は下請制の恰 も反対物 というべ き一面 をもち,下 請制 と系列 と
の間 には急激な変化があった」 とい うように述 べられた働 。 しか し今 日,系 列 についてみる とき,
系列化 は,下 請関係の強化によって,上 位資本 による支配 をよ り強化する手段 としてみることが妥当
ではなかろうか。 それゆえ,下 請関係 と系列関係の区別 は,系 列企業のなかで も上位資本 と密接 な関
係にあるものについては,所 有関係などによって見分けることができるものの,系 列企業層の下位 の
もの は,区 別 が難 しい とい うこ とに な るのであ る。
この ように,下 請関係,垂 直的系列関係 には,上 位資本 による支配が存在 している点で共通 してい
る。 しか し,系列企業層の上位の企業 と,下位の企業,そ して下請企業 とでは,そ の支配が貫徹 する
根拠 すなわち・支配の源泉ぱ異なっている・前にも述べたように,下 請関係の場 合は,非 所有関係
の企業間での,格 差構造 と市場,競 争状況に基づ く支配である。一方,系 列関係では,系 列企業の上
位の ものは,基 本的に,所 有に基づ く支配が貫徹 し,下位 のものになるほど下請関係 における支配の
貫徹 に近 い とい うこ とにな る。
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このようにみて くると,下請関係,系 列関係は,経 済の発展段 階に応 じて,支 配 の根拠 を変化 させ
な が らも,大企業 による中小企業の利用形態の変化 として認識することができるのではないか と思わ
れ る。 それゆえ,経 済成長の過程で,大 企業の生産力の確保のための戦略 として生産系列化が促進 さ
れたのである。 しか し,系列化は経済成長の幅が比較的大 きい段階 において,積 極 的 に展開 され る
が,低 成長期 に移行することにより,その動 きは鈍化 し,下 請企i業の利用へ重点がシフ トす ることに
なる。なぜな ら,低成長,不 況期 においては,資 本的結合関係な どで密接 な関係にある系列企業 より
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も, 切 り離 しの容易な下請企業 を利用することのほうが,景 気の変動に対応で きる柔軟な経営を可能
にす るか らで あ る。
こ うした点から,中 小企業の成長 ・発展動向には,経 済環境 の変化 に対応する大企業,親 企業が中
小企業 との取引関係をどのように求めるのか という行動が大 きく影響することになる。 そうした意味
か ら, 中小企業のおかれている立場 は,客体 的な場 ということになろう。それ ゆえ,現 象 として,大
企 業, 親企業 と中小企業 との取引に変化がみ られるものの,そ れは,大 企業,親 企業の中小企業の利
用形態の変化 とみられる。その変化 をとらえ,た だちに,本 質的な問題性の解消 とい うのは,や や早
急 なの で はなか ろ うか。
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